
 

- 1 - 

 

 2019 年 10 月 30 日 

各位   

 会 社 名 株 式 会 社  日 本 取 引 所 グ ル ー プ 

 代 表 者 名 取締役兼代表執行役グループ CEO 清田 瞭 

 （コード 8697 東証第一部） 

 問 合 せ 先 広報・ＩＲ部長  宮司 和幸 

 （ Ｔ Ｅ Ｌ  ( 0 3 ) 3 6 6 6 － 1 3 6 1） 

   

 
 

 

役員候補者の決定について 

 
 
㈱日本取引所グループは、子会社である㈱東京商品取引所が指名委員会等設置会社から監査役会設置

会社に移行予定であることを踏まえて、本年１２月１日以降の同社役員候補者を下記のとおり決定いた

しましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

○ ㈱東京商品取引所 
 
１． 取締役候補者及び執行役員候補者（本年１２月 1日付） 

  

代 表 取 締 役 会 長 

兼 取締役会議長 

 

 

山 道  裕 己 

 
（㈱日本取引所グループ取締役兼執行役 

及び㈱大阪取引所代表取締役社長を兼務、 

現㈱東京商品取引所代表執行役） 

  

代 表 取 締 役 社 長 

 

 

濵 田  隆 道 

 
（㈱日本取引所グループ執行役を兼務、 

現㈱東京商品取引所取締役兼代表執行役社長） 

  

取締役常務執行役員 

 

 

市 本  博 康 

 
（㈱大阪取引所取締役常務執行役員を兼務、 

現㈱東京商品取引所常務執行役） 

 執 行 役 員  小 野 里  光 博  （現㈱東京商品取引所執行役） 

 

 

※退任予定取締役（本年１２月１日付） 

 取 締 役  ピーター Ｌ.イェガー 

 取 締 役  岡 地  和 道   

 取 締 役  関 山  護   

 取 締 役  多 々 良  實 夫   

 取 締 役  福 井  俊 彦   

 取 締 役  二 家  勝 明   

 取 締 役  山 﨑  恒   

 取 締 役  山 澤  光 太 郎   
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２． 監査役候補者（本年１２月 1日付） 

 常 勤 監 査 役  大 石  悦 次  （現㈱東京商品取引所執行役） 

 社 外 監 査 役  ピーター Ｌ.イェガー （現㈱東京商品取引所取締役） 

 社 外 監 査 役  黒 田  克 司  （㈱東京証券取引所監査役を兼務） 

 

 
以 上  
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新任役員候補者略歴 

 
氏  名  山道 裕己（やまじ ひろみ） 

生年月日  １９５５年 ３月 ８日 

略  歴  １９７７年 ４月  野村證券㈱（現野村ホールディングス㈱）入社 

  １９９７年 ６月  同 人事部長 

  １９９８年 ６月  同 取締役インベストメント・バンキング・プロダクト本部担
当 

  ２０００年 ６月  同 常務取締役グローバルインベストメントバンキング本部
担当 

  ２００２年 ４月  ノムラ・ヨーロッパ・ホールディングズPLC（ロンドン）社長 
ノムラ・ホールディング・アメリカ Inc.（ニューヨーク）会
長 

  ２００７年 ４月  野村證券㈱専務執行役インベストメント・バンキング部門兼企
業金融本部担当 

  ２０１３年 ６月  ㈱日本取引所グループ取締役（現任） 
㈱大阪証券取引所（現㈱大阪取引所）代表取締役社長（現任） 

  ２０１５年１１月  ㈱日本取引所グループ執行役（現任） 

  ２０１９年１０月  ㈱東京商品取引所代表執行役（現任） 

 
 
氏  名  濵田 隆道（はまだ たかみち） 

生年月日  １９５０年 ８月１４日 

略  歴  １９７５年 ４月  通商産業省（現経済産業省）入省 

  １９９１年 ７月  同 産業政策局サービス産業課長 

  １９９４年 ７月  鹿児島県商工労働部長 

  １９９７年 ７月  通商産業省環境立地局立地政策課長 

  １９９９年 ７月  新エネルギー・産業技術総合開発機構総務部長 

  ２００１年 ７月  経済産業省大臣官房審議官（産業技術担当） 

  ２００２年１０月  東京工業品取引所（現㈱東京商品取引所）専務理事 

  ２００６年 ５月  (財)ベンチャーエンタープライズセンター理事長 

  ２００８年 ６月  富士電機ホールディングス㈱取締役シニアエグゼクティブオ
フィサー 

  ２０１１年 ４月  富士電機㈱取締役執行役員専務 

  ２０１４年 ６月  ㈱東京商品取引所代表執行役専務 

  ２０１５年 ６月  同 取締役兼代表執行役社長（現任） 

  ２０１９年１０月  ㈱日本取引所グループ執行役（現任） 

  

資 料 １ 
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氏  名  市本 博康（いちもと ひろやす） 

生年月日  １９６３年 ７月２６日 

略  歴  １９８６年 ４月  東京証券取引所入所 

  ２００９年 ６月  ㈱東京証券取引所株式部長 

  ２０１０年 ６月  同 企画マーケティング部長 

  ２０１１年 ４月  同 決済管理部長 

  ２０１３年 ６月  ㈱大阪証券取引所（現㈱大阪取引所）執行役員 

  ２０１６年 ４月  ㈱東京証券取引所執行役員 

  ２０１７年 ４月  ㈱日本証券クリアリング機構執行役員 

  ２０１７年 ６月  同 取締役執行役員 

  ２０１９年 ４月  ㈱大阪取引所取締役常務執行役員（現任） 

  ２０１９年１０月  ㈱東京商品取引所常務執行役（現任） 

 

 

氏  名  小野里 光博（おのさと みつひろ） 

生年月日  １９５８年 ３月 ６日 

略  歴  １９９０年 ７月  東京工業品取引所（現㈱東京商品取引所）入所 

  １９９５年１０月  同 企画室長 

  ２００４年 ５月  同 理事 

  ２００８年１２月  同 執行役（現任） 

 

 

氏  名  大石 悦次（おおいし えつじ） 

生年月日  １９６４年 ３月２６日 

略  歴  １９８２年 ７月  通商産業省（現経済産業省）入省 

  ２００３年 ４月  東京工業品取引所（現㈱東京商品取引所）入所 

  ２００７年 ６月  同 会員部長 

  ２００８年１２月  同 法務部長 

  ２０１５年 ６月  ㈱日本商品清算機構取締役 

  ２０１６年１２月  ㈱東京商品取引所理事経営企画部長兼法務部長 

  ２０１８年 ６月  同 執行役（現任） 
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氏  名  ピーター Ｌ.イェガー 

生年月日  １９５８年 ５月１６日 

略  歴  １９８８年 ９月  バンカーストラスト銀行東京支店入行 

  １９９０年 ９月  アメリカ銀行東京支店入行 

  １９９７年 ８月  J.P.Ｍorgan Securities Ltd.（ロンドン）入社 

  ２００６年 ２月  同 金利先物営業部長 

  ２００８年 ７月  JP モルガン証券㈱上場デリバティブズ部長 

  ２００９年 ４月  一般社団法人 FIA-JAPAN バイス・プレジデント理事（現任） 

  ２０１１年 ６月  ㈱東京工業品取引所（現㈱東京商品取引所）社外取締役（現任） 

  ２０１２年１２月  バンクオブアメリカ・メリルリンチ メリルリンチ日本証券ア
ジア太平洋地域先物・オプション・ＯＴＣクリアリング統括責
任者兼マネージングディレクター 

  ２０１５年 ９月  シティグループグローバルマーケッツ・シンガポール Pte.Ltd.
先物・ＯＴＣクリアリングコラテラルアジア太平洋地域統括責
任者マネージングディレクター 

  ２０１７年 ６月  ㈱東京商品取引所自主規制委員会委員（現任） 

  ２０１８年 １月  Medley Global Advisors シニア・ディレクター（現任） 

 

 

氏  名  黒田 克司（くろだ かつし） 

生年月日  １９４７年１２月 ４日 

略  歴  １９６８年１０月  公認会計士井橋会計事務所(現監査法人日本橋事務所)入所 

  １９７２年 ３月  公認会計士登録 

  １９８３年 ３月  ユニデン㈱(現ユニデンホールディングス㈱)社外監査役（現任） 

  １９９３年 ５月  監査法人日本橋事務所理事長 

  ２００７年 ７月  日本公認会計士協会本部副会長 

  ２０１１年 ７月  生命保険契約者保護機構監事（現任） 

  ２０１３年 ６月  ㈱東京証券取引所社外監査役（現任） 

  ２０１５年１２月  一般社団法人 Baker Tilly Japan 理事長（現任） 

  ２０１６年 ４月  監査法人日本橋事務所名誉理事長（現任） 

  ２０１７年 ７月  学校法人中央大学監事（現任） 

  ２０１９年 ３月  ㈱大塚家具社外監査役（現任） 
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新体制後の執行役員の担当業務 

１． ㈱東京商品取引所 

 氏 名 担  当 
代表取締役会長 
兼 取締役会議長 

山道 裕己  

代表取締役社長 
 

濵田 隆道  

取締役常務執行役員 
 

市本 博康 総合取引所推進・総合管理室・営業・国際・市場構造研究所・
新市場開拓・市場・取引運営監視室担当 

執行役員 
 

小野里 光博 営業・国際・システム・システム開発・市場構造研究所・ 
新市場開拓・市場・自主規制・取引運営監視室担当 

（注）㈱東京商品取引所の経営企画部、総務部、法務部、財務・経理部及び広報部は、本年１２月 1日

より機能集約し、総合管理室に改組する予定。 

資 料 ２ 


